
様式１

２－１－１ 1 ＩＲ（統合型リゾート）推進事業

２－１－１ 2 国際園芸博覧会招致推進事業

事　業　評　価　書　目　次　（令和２年度）

[都市整備局]

款項目 評価書番号 事　　業　　名
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様式１

１１－１－１ 1 都市づくり総合調整費

１１－１－１ 2 歴史的景観保全事業

１１－１－１ 3 都市デザイン行政推進費

事　業　評　価　書　目　次　（令和２年度）

款項目 評価書番号 事　　業　　名

[都市整備局]
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様式１

１１－１－２ 4 横浜高速鉄道株式会社助成費

１１－１－２ 5 横浜駅通路等管理費

１１－１－２ 6 新横浜駅都市施設管理費

１１－１－２ 7 駐車場対策費

１１－１－２ 8 鉄道計画検討調査費

１１－１－２ 9 神奈川東部方面線整備事業

１１－１－２ 10 都心臨海部における新たな交通システム導入事業

１１－１－２ 11 鉄道駅可動式ホーム柵整備事業

１１－１－２ 12 桜木町駅新改札口設置事業

１１－１－２ 13 神奈川東部方面線関連事業

事　業　評　価　書　目　次　（令和２年度）

[都市整備局]

款項目 評価書番号 事　　業　　名
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（様式２－２）

11 款 1 項 2 目 11 － 1 － 2

□ □ □

■

□ 法令に基づく義務的経費 □ 内部事務経費のみ

（人：1日平均） （人：1日平均） （人：1日平均） （人：1日平均）

□ 有 ■ 無

課長 係長 係

本資料は、公正・適正に作成しました。 入江　佳久 眞柄　耕治 新垣　飛悠河

事業目的に
対する
有効性

本市が所有する設備の保守点検や損傷個所の修繕等を行うことにより、ターミナル駅における円滑な乗換動線及び通行の安全確保
やバリアフリー経路を確保している。

本事業の
効率性・
類似性

新横浜駅全体（駅・交通広場・駅ビル）における公共性の保持及び利用者の安全・快適な通行環境を維持管理する協定が結ばれて
いるものの、駅・駅ビル・交通広場の機能ごとの管理区域及び管理者となり、新横浜駅全体を一体的に管理する形態ではないので、
施設点検や施設修繕時においては管理者がその都度発注する必要があり、業務が煩雑となっている。
　施設管理としての類似事業としては、横浜駅きた通路とみなみ通路を通路ごとの管理に関する基本協定にて一体管理を行っている
が、管理区域（機能）ごとでの管理とはなっていないので、管理形態としての類似事業はない。

市民等外部
意見を聴取

する仕組みと
反映状況

市民等外部意見を反映させる仕組みはない。

増▲減 ― ▲ 16,474千円 ▲ 702千円 4,878千円

事
業
評
価
の
視
点
に
よ
る
点
検
・
検
証
・
評
価

本市が行う
必要性

本市が所有する新横浜駅交通広場、連絡通路及び駅前広場について、安全で快適な空間として市民等の利用に供するため維持管
理を行う必要がある。

自己評価や
外部意見を
踏まえた

事業見直し
の方向性

・迅速的な対応を求められる施設損傷や設備支障の修繕等の発注業務体制を整える。
・当該施設において、横浜市所管施設外で確認された施設の損傷等の連絡が横浜市にくる場合があったため、管理者ごとの管理区
域について、当該施設を管理する関係機関と認識を統一する。
・施設の損傷等については、他の管理施設の状態が関係していると推測される箇所もあるため、管理者間で各管理施設の状況を共有
し協力して施設を管理していく必要がある。

総 事 業 費 113,662千円 97,187千円 96,485千円 101,363千円

0.1人 0.1人

概算人件費 7,898千円 9,269千円 9,264千円 9,264千円

人
件
費

一般職職員 0.9人 1.0人 1.0人 1.0人

再任用職員 0.0人 0.1人

差▲引 10,016千円 7,222千円 9,671千円 612千円

執行率（％） 91% 92% 90% 99%

96,892千円 92,711千円

支出済額 105,764千円 87,918千円 87,221千円 92,099千円

繰越額 0千円 0千円 0千円 0千円

令和元年度実績
新横浜駅乗降者人数
（横浜線、新幹線、市営地下鉄）
※横浜線、新幹線については乗者人
数のみの記載なので、乗者人数を２
倍した人数を乗降者人数としていま
す。　　　（出典：横浜市統計書）

260,731 264,786 273,744 269,069

事
業
実
績

達成指標

指標名（単位） 平成28年度実績 平成29年度実績 平成30年度実績

上記の指標で定量的な設定が
困難な理由

本事業の内容は施設の点検、修繕、清掃、警備等のため定量的な目標設定ができるものではない。

予算額・
執行額、
事業費の

推移

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

現計予算額 115,780千円 95,140千円

事業の目的
(事業開始の

経緯）

平成16年度から開始した新横浜駅・北口周辺地区総合再整備事業により整備された横浜市所管施設の交通広場、連絡通路、駅前
広場等について、維持管理を行うため施設管理を開始した。

事
業
概
要

実施根拠
法令等 法律 条例 規則

具体的な
事業内容

　施設の点検、修繕、清掃、警備及び施設の利用対応等

本事業は右記に該当するため、以降の記載を一部省略します。

令　和　２　年　度　事　業　評　価　書　

令和元年度
事業名

所管区局・課 都市整備局都市交通課
令和２年度
事業評価書

番号新横浜駅都市施設管理費 6

具体的
名称

東海道新幹線新横浜駅交通広場・連絡通路・JR東海新横浜駅ビル
（仮称）の維持管理に関する協定書
新横浜駅北口駅前広場の管理運営に関する協定書その他

8



9



10



（様式２－１）

11 款 1 項 2 目 11 － 1 － 2

■ □ □

■

□ 有 ■ 無

事
業
評
価
の
視
点
に
よ
る
点
検
・
検
証
・
評
価

本市が行う
必要性

　都市鉄道等利便増進法に基づき、整備主体である（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構に対して、国・県と協調して補助金を交
付するもので、厳しい財政状況の中、更なる事業の推進が求められている。

事業目的に
対する有効

性

　本市西部と東京都心部を直結し、両地域間の速達性の向上、新幹線アクセスの向上、横浜駅やＪＲ東海道線等の混雑緩和、沿線地
域の活性化などが期待されており、開通に向けて着実に事業を推進している。

本事業の
効率性・
類似性

　本事業は神奈川東部方面線整備に特化した事業である。

市民等外部
意見を聴取

する仕組みと
反映状況

　市民等外部意見を反映させる仕組みはない。

自己評価や
外部意見を
踏まえた

事業見直し
の方向性

　 相鉄・ＪＲ直通線は、令和元年11月30日に開業しました。
　平成28年度末に速達性向上計画の変更がなされ、事業費及び開通時期を見直すとともに、平成29年度から事業費の平準化を図っ
た。引き続き、さらなる執行管理に努めるとともに、相鉄・東急直通線開業に向けたスケジュール管理についても事業者と連携していく
必要がある。

中期４か年計画の
目標・方向性を踏まえた
具体的な成果や課題

　神奈川東部方面線整備事業については、政策の目標・方向性で掲げた充実した鉄道ネットワークの構築に向けて、整備主
体、営業主体、関係機関と連携し、整備を進めており、令和４年度下期の相鉄・東急直通線の開業に向けて、引き続き連携し
ていく必要がある。

課長 係長 係

本資料は、公正・適正に作成しました。 六渡　淳一 山岡　努 池田　陽彦

総 事 業 費 8,160,591千円 8,580,904千円

増▲減 ― 420,313千円

493千円 0千円

再任用職員 0.0人 0.0人

執行率（％） 100% 100%

人
件
費

一般職職員 2.4人 3.2人

概算人件費 21,084千円 28,112千円

令和元年度 目標値

支出済額 7,726,715千円 8,392,605千円

予算額・
執行額、
事業費の

推移

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

現計予算額 8,140,000千円 8,552,792千円

繰越額 412,792千円 160,187千円

差▲引

事業の目的
  神奈川東部方面線は平成12年1月の運輸政策審議会答申第18号で位置付けられた路線で、平成17年8月に都市鉄道等利便増進
法が施行されたことを契機に検討がなされ、同法に基づく手続きを経て事業化に至ったものである。

具体的な
事業内容

・本事業は、本市西部及び新横浜を東京都心部と直結し、利用者の利便性と速達性を向上するとともに、新横浜都心の機能強化など
に寄与するもので、「相鉄・ＪＲ直通線」(西谷～羽沢間)及び「相鉄・東急直通線」(羽沢～日吉間)を整備する。
・都市鉄道等利便増進法に基づき、整備主体である（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構に対して、国・県と協調して補助金を交付
する。

事
業
実
績

中期４か年計
画の指標、想

定事業量

指　標 計画策定時 令和元年度 目標値

事
業
概
要

実施根拠

①相鉄・JR直通線開業(令和元年度下期)
②相鉄・東急直通線事業中

事業中
①開業（令和元年11月）

②事業中
①開業（令和元年度下半期）

②事業中

備考

相鉄・JR直通線開業による二俣川駅から東京都心方面の所要時間(朝ラッシュ時) 約1時間 約45分 約45分

想定事業量 計画策定時

その他

中期計画
政策 交通ネットワークの充実による都市インフラの強化

施策（事業） 神奈川東部方面線整備事業の推進

主な施策（事業）番号 4

法令等 法律 条例 規則 具体的
名称

都市鉄道等利便増進法
横浜市都市鉄道等利便増進事業費補助金交付要綱

中期計画
関連事業令　和　２　年　度　事　業　評　価　書　

令和元年度
事業名

所管区局・課 都市整備局都市交通課

令和２年度
事業評価書番号

神奈川東部方面線整備事業

9

政策番号 36

11
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（様式２－１）

款 1 項 2 目 11 － 1 － 2

■ □ □

■

■ 有 □ 無

事
業
評
価
の
視
点
に
よ
る
点
検
・
検
証
・
評
価

本市が行う
必要性

　可動式ホーム柵の整備を促進することで、駅ホームからの転落事故等の防止を図るとともに、事故に起因する輸送障害の防止を図
り、鉄道駅における安全性や安定性、利便性の更なる向上を実現するものであり、社会的関心及びニーズが極めて高いため。

事業目的に
対する有効

性

　平成30年度までに補助対象28駅のうち12駅で使用開始となったが、使用開始後1年間の調査ではホームからの転落事故が無くなっ
ており、整備効果が確認できている。

本事業の
効率性・
類似性

　可動式ホーム柵の整備にあたっては、本市が整備費の1/12、県が1/12、国が1/3の補助金を交付し、残り1/2を鉄道事業者が負担し
ており、国、地方自治体、鉄道事業者の三位一体となった取り組みが整備を加速している。

市民等外部
意見を聴取

する仕組みと
反映状況

　地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱に基づき、工事着手前に鉄道事業者によるアンケート調査を実施している。

自己評価や
外部意見を
踏まえた

事業見直し
の方向性

　鉄道各社の設備投資計画により、可動式ホーム柵の整備の前倒しが確認できている。引き続き、整備の促進が図られるよう、行政、
鉄道事業者が連携した取り組みを行っていく。

中期４か年計画の
目標・方向性を踏まえた
具体的な成果や課題

　令和元年度までに補助対象駅28駅のうち16駅で可動式ホーム柵の使用を開始しており、今後も引き続き可動式ホーム柵整備に対する補
助を続けていく。
　課題として、車両の扉の位置が一定していないこと、多額の費用を要することなど、鉄道事業者により様々な課題がある。しかし、鉄道各社
は、整備見通しの公表や整備の前倒しを図るなど、非常に前向きな姿勢を示しているため、引き続き、国や県と連携し、早期整備を働きかけ
ていく。

課長 係長 係

本資料は、公正・適正に作成しました。 六渡　淳一 齊藤　幸司 山口　嘉隆

総 事 業 費 253,729千円 177,295千円

増▲減 ― ▲ 76,434千円

18,938千円 39,716千円

再任用職員 0.0人 0.0人

執行率（％） 93% 81%

人
件
費

一般職職員 1.5人 1.5人

概算人件費 13,178千円 13,178千円

令和元年度 目標値

支出済額 209,292千円 164,117千円

予算額・
執行額、
事業費の

推移

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

現計予算額 259,489千円 203,833千円

繰越額 31,259千円 0千円

差▲引

事業の目的
　可動式ホーム柵の整備について、鉄道事業者に補助金を交付することにより整備の促進を図り、鉄道駅における市民の安全、安心
を確保するとともに、列車運行の安全性の向上を図る。

具体的な
事業内容

　１日あたりの乗降客数10万人以上の21駅と視覚障害者利用施設の最寄駅７駅の合計28駅に対し、可動式ホーム柵の整備に対する
補助金を鉄道事業者に交付する。補助金は、本市が整備費の1/12、県が1/12、国が1/3を交付し、残り1/2を鉄道事業者が負担す
る。
　令和元年度は、補助金対象28駅のうち、京浜東北・根岸線横浜駅、田園都市線青葉台駅、京急線横浜駅、上大岡駅で使用開始と
なった。

事
業
実
績

中期４か年計
画の指標、想

定事業量

指　標 計画策定時 令和元年度 目標値

事
業
概
要

実施根拠

可動式ホーム柵の補助対象駅整備済 ８駅(累計) 16駅(累計) 28駅(累計)

備考 本事業は、政策の目標・方向性に直接寄与するため、指標の記載はしません。

- - - -

想定事業量 計画策定時

「高齢者、障害者等の移動の円滑化等の促進に関する法律」、「高齢
者、身体障害者等の公共交通機関を利用した移動の円滑化の促進に関
する法律」、「横浜市鉄道駅舎可動式ホーム柵等整備補助要綱」その他

中期計画
政策 市民に身近な交通機能等の充実

施策（事業） 鉄道駅の利便性・安全性の向上

20

主な施策（事業）番号 3

法令等 法律 条例 規則 具体的
名称

中期計画
関連事業令　和　２　年　度　事　業　評　価　書　

令和元年度
事業名

11

所管区局・課 都市整備局都市交通課

令和２年度
事業評価書番号

鉄道駅可動式ホーム柵整備事業

11

政策番号

13
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様式１

１１－１－３ 14 屋外広告物管理・適正化事業

１１－１－３ 15 エキサイトよこはま22推進事業

１１－１－３ 16 関内・関外地区活性化推進事業

１１－１－３ 17 ヨコハマポートサイド地区整備事業

１１－１－３ 18 地域再生まちづくり事業

１１－１－３ 19 拠点整備促進費（新横浜駅南部地区）

１１－１－３ 20 新横浜駅周辺環境整備事業

１１－１－３ 21 みなとみらい21関連公共施設整備事業

１１－１－３ 22 みなとみらい21エリアマネジメント推進事業

１１－１－３ 23 みなとみらい21地区施設管理事業

１１－１－３ 24 まちの不燃化推進事業

１１－１－３ 25 地域まちづくり推進事業

１１－１－３ 26 まちづくり誘導調整事業

１１－１－３ 27 地域施設管理費（上大岡駅バスターミナル管理費）

１１－１－３ 28 戸塚駅関連施設維持管理等事業

１１－１－３ 29 戸塚駅西口第２交通広場等維持管理費

１１－１－３ 30 拠点整備促進費（その他地区）

１１－１－３ 31 拠点整備促進費（綱島駅東口周辺地区）

１１－１－３ 32 旧上瀬谷通信施設地区関連事業化検討費

１１－１－３ 33 拠点整備促進費（中山駅南口地区）

事　業　評　価　書　目　次　（令和２年度）

[都市整備局]

款項目 評価書番号 事　　業　　名



１１－１－３ 34 桜木町駅前交通広場再整備事業



16



17



18



19



20



促進費 駅

21



22



23



24



25



26



27



28



29



30



31



32



33



34



35



36



様式１

１７－１－１０ 35 市街地開発事業費会計繰出金

事　業　評　価　書　目　次　（令和２年度）

[都市整備局]

款項目 評価書番号 事　　業　　名
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様式１

１７－１－１８ 36 自動車事業会計繰出金

事　業　評　価　書　目　次　（令和２年度）

[都市整備局]

款項目 評価書番号 事　　業　　名
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